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ご挨拶

ご承知のように、インターンシップに

対する期待が急速に高まってきてお りま

す。インターンシップの目的は学生に学

習内容や進路指導などに関連 した就業体

験体験をしてもらい、高い就業意識を醸

成 し職業選択のための専門能力を身につ

ける礎にしてもらうことにあります。ま

さにインターンシップは次世代を担う人

材を育成・支援する一形態として大きな

役割を担っているのです。そのため、学

校 も産業界もそれぞれの関係者が協力し

て学生に就業体験をしてもらう場を拡大

していく必要がありますし、一方でそれ

ぞれの分野における実践や研究が今後益

々、盛んに行われることが望まれていま

す。 しかしなが ら、インターンシップの

研究を学問的に且つ、統合的に行 う場所

がないというのが現状です。そ こでこの

度有志が集い、 日本インターンシップ学

設立までの経緯

1999年 3月 20日 にインターンシップ

学会設立世話人が集い、学会を設立させま

した。設立にあたりまして今までの経緯を

振 り返って見ますと、 1997年 9月 に文

部省、通産省、労働省の三省によって 「イ

ンターンシップの推進に当たっての基本的

考え方」が発表されてお り、インターン

シップは国の施策として教育改革の中に盛

り込まれました。それ以降、全国さまざま

日本インターンシップ学会会長 高良和武

会設立の旗揚げをいたしました。学会設

立の目的は、幅広 く研究成果を集め、共

有することによってインターンシップの

発展に寄与することにあります。この意

味で日本インターンシップ学会に期待す

るところが大きいといえましょう。学会

会員がそれぞれの専門性を持ちつつ、イ

ンターンシップの実践を通 じて産学官 (

含む地域コミュニティ等)に よる教育体

制を作ることが大切であり、学生の「個

の確立」に向けて支援 していくことが出

来たらと考えてお ります。欧米では百年
の歴史があるこのインターンシップも、

わが国では始まったばか りです。私達は

今後発生するだろう種々の問題を体系付

け成果を発表 していきたいと思います。

それぞれの専門分野の方々のご参加をお

願い申しあげます。

事務局長 宮原隆史

な地域で産学連携によるインターンシップ

推進事業が広が りを見せております。一方

で、インターンシップの名を借 り、商業主

義に走った就業体験も散見され始めました

。こんな中、私達はインターンシップの実

践を通じて種々の研究会などを開催してき

ました。その経過を抜粋して報告しますと

以下の通りです。

(1998年 3月 14
有志により始めてのイ

日)

ンターンシップ研究

会が設けられました。情報交換が主体でし

た。中央大学の金田先生が指摘された 「イ
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ンターンシップを続けていくにあたり、一

教授、一学科、一大学の力は限界にきてい

ます。精々やったとしても学生のほんの数

パーセントに過ぎませんJと いう言葉が今

も耳に残っています。

(1998年 4月 18日 )

名称について学会を付けるかどうか 運営

準備の検討がされ始められました。

(1998年 6月 6日 )

「インターンシップを実際にやってみて」

という演題で日本アルコン株式会社人事部

部長 だヽ浜直敬氏 をお招きして企業の立場

から講演を聞きました。また、 「学会とし

てインターンシップをどう考えていくか」

検討しました。

(1998年 7月 25日 )

学会の具体的内容について 、学会の会則

に企業、学校、学生、社会へのインターン

シップの効果を盛 り込むか。 学会で行 う

インターンシップ研究の範囲について話 し

合いがなれました。

(1998年 9月 5日 )

趣意書の検討がされました。

(1998年 10月 24日 )

「各大学の事例研究 (中央大学、東京経済

大学、静岡産業大学、フェリス女学院大学

)、 海外事例」について講演形式で発表 し

ました。

(1998年 12月 26日 )

「ゴールズ2000エ デュケー ト・アメリ

カ法からみたインターンシップの種類」筑

波大学名誉教授、上智大学 中野良顕教授
の講演を行いました。

(1999年 2月 27日 )

学会設立に向けて最終打ち合わせがなされ

ました。

先生方の並々な らない熱意によ り学会が設

立されたといえましょう。

進に当たっての基本的考え方」に基づいて

います。
「学生が在学中に自らの専攻、将来の

キャリアに関した就業体験を行うこと」と

幅広くとらえ、産学の連携によって行われ

る人材育成の一つの形態として位置づけて

います。また、その意義は、教育研究と社

会での実地の経験を結び付けることによっ

て、学校教育における教育内容・方法の改

善、充実が図られ、高い職業意識と独創力

のある人材の育成に撃げていくことにあり

ます。実施にあたっては、学校が中心とな

り学生に対して実施すべきを基本とし、あ

くまで学校教育の一環と考えています。

当学会のインターンシップに対する考え方

100年近い歴史を持つ米国では専門分野

の仕上げとして、学生が企業で就業体験を

することをインターンシップと称している

ようです。学校における教育と企業での就

労を交互に行う制度にさした究極のインタ

ーンシップといわれるコーオプ (CO一 〇

P)教育があります。わが国でも教員養成

課程や医歯学系学部、学科、福祉系学部学

科などの資格取得の必須う条件として位置

づけられた場合や工学系学部学科において

現場実習等の名で授業科目になって取 り入

れ られてきました。当学会のインターン

シップの考え方は、趣意書にも述べました

ごとく、文部省、通産省、労働省の三省に

よって発表された「インターンシップの推
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役員紹介

会長  高良和武

略歴東京大学名誉教授、高エネルギ‐加

速器研究機構名誉教授。理学博士。筑波研

究学園理事長、総合科学研究機構理事長、

科学技術庁参与。

1921年 生まれ、九州大学理学部物理

学科卒業。九州大学工学部、東京大学教養

学部、東京大学工学部において、 30年 に

わたり教育と研究に従事。 その後、産学

協同利用の大型研究施設 (つ くば (文部省

インターンシップ関連書籍

※ 「米 国大学新卒者採用環境 に関す る調査

報告書 J 1991年 3月 (社 )日 本在米企業

協会

※ 「米 国における産学協 同人材育成制度」

1993年 3月  (貝オ)国 際ビジネスコミュニケ

ーション協会

※ 「日本 における欧米大学生のイ ンター ン

シ ッ プ 推 進 活 動 に 関 す る 調 査 研 究 」

1995年 5月  (財 )国際経済交流財団

※「インターンシップガイ ドブック '96

企業編J NACE全 米大学就職協議会 日本

および東南アジア地域代表

※ 「米国にお ける就職採用事情調査報告」

1997年 2月  就職協定協議会特別委員会

中長期の就職・採用のあり方検討小委員会  (文

部省学生課、日経連教育部)

※ 「大学 と学生」第 392

1月 文部省高等教育局学生課編

1997奪 11

)及び西播磨 (科学技術庁)の放射光実験施

設)の建設、運営、また独創的研究の推進

事業や、私立の高等教育システムの研究な

どに参加。

研究分野は応用物理学。最近の著書 とし

て 「実用 シンクロ トロンホ放射光 (責任編

集)」 「新 しい大学 J。 趣味は読書 (と く

に比較文化、教育、科学技術論な ど)や会

話(い ろいろな分野の人と)。

※ 「大学等 にお けるイ ンター ンシ ップの推

進 について (中 間報告 )」  1997年 9月

文部省高等教育局 インターンシップ推進のため

の産学懇談会

※ 「イ ンター ンシップの推進 に当たって の

基本的考 え方」 1997年 9月 文部省、通

産省、労働省

※ 「イ ンター ンシップ等 の就業体験 のあ り

方 に関す る報告書」 1998年 3月  労働

省 インターンシップ等学生の就業体験のあり方

に関する研究会

※ 「インター ンシップガイ ドブック」

1998年 11月  文部省

※ 「第 2回インター ンシップモデルプロ

ジェク ト 実施結果・随想」 1998年 1

2月 インターンシップ導入研究会 (通商産業省

中部通商産業局)
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今後の学会日程

研究発表会

1999年 7月 10日 (土 )

「ドイツの職業教育とインターンシップ

について」 吉川裕美子氏

1999年 9月 予定
「カナダのインターンシップ事例」 ハー

編集後記

学会が設立されて会員のコミュニケーショ

ンをどのようにとっていくかが議論されま

した。インターネットのホームページなど

は今後の課題として、取 りあえずニュ

ースレターを発刊することになりました。

ゲット氏

日程未定
「大学生の職場体験と職業認識の関係J

日程未定
「就業体験による学生の態度変容」

今後、 「会員の紹介」、 「イ ンター ン

シップの関連書籍紹介」、 「地域インター

ンシップ便 り」などを適宜掲載していく予

定です。         11年 7月 10日

日本インターンシップ学会入会の案内

(1)個人会員

① 大学・短期大学・高等専門学校・専修学校・高等学校、その他教育・研究機関

において教授、助教授、講師、助手など教育者・研究者としてインターンシッ

プに係わる諸問題の研究並びに教育活動に関心のある方

② 企業、学校、各団体役職員などでインターンシップの実践の任にある方、及び今

後任に付くことが予想される方。 (学校職員、人事担当者、経営者等)

③ 大学院生、研究生などでインターンシップに係わる諸問題の研究に関心のある方

④ インターンシップについての研究歴、実践歴がある方

⑤ その他、理事会において適格者として認められた方

(2)法人・団体会員

① インターンシップの研究に賛同する学校、企業、若しくは団体

賛同する学校、企業、団体に属する役職員 2名 迄を個人会員扱いとします

会費の年額 :(1)個人会員 年 間

但 し、大学院生、研修生は年間

(2)法人・団体会員 年間 1回  20,000円

申込手続き :所定の入会申込書 (事務局にて配布)を事務局宛て郵送かFaxし てくださ

いませ。申込書が届き次第、該当月の理事会にて承認後入会手続きの案

内を送付します。

事務局住所 :〒 158-0082 東京都世田谷区等々力6丁 日39番 15号

産能大学大学院 内藤研究室内
TEL0 3-3910-4449 FAX0 3-3949--4446

10,000円

5,000F司


